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◆ 推進協議会委員（敬称略）

№ 氏 名 所 属 № 氏 名 所 属 

１ 池本 忠好 湖南市立日枝中学校 校長 ５ 谷口 久美子 ＮＰＯ法人ＣＡＳＮ 理事長 

２ 佐々木 保孝 天理大学 准教授 ６ 苗村 明夫 
野洲市放課後子ども教室

しのっこジュニア 
オーケストラ代表 

３ 髙木 和久 
びわこ学院大学 准教授 
文部科学省ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｽｸｰﾙ推進員 

７ 中村 俊英 
滋賀県教育委員会事務局 
幼小中教育課 参事 

４ 武井 哲郎 立命館大学 准教授  

（Ⅰ） 推進協議会の概要

◆第１回推進協議会

１ 協議会概要

期 日：平成 年５月 日（火） 会 場：県庁新館４階教育委員会室

出席者：髙木座長、武井副座長、池本委員、佐々木委員、谷口委員、苗村委員、中村委員

事務局：県生涯学習課（７名）子ども・青少年局（１名）

（１） 開 会 ・県生涯学習課長 挨拶

（２） 座長、副座長選出

（３） 協 議

①県内の教育支援活動の推進について

②地域と学校の連携・協働のあり方について

２ 協議要旨 
○県内の教育支援活動の推進について

・地域未来塾に関わって、ある市町では放課後学習塾に力を入れて取り組んでいる。このような既

存の活動との関係をどう捉えるのか。他市町の活動では大学生が指導者になっていたりする。市

町でコーディネーターを含め人材をプールし、コントロールし派遣できればきめ細やかな運用も

可能ではないだろうか。

・小学校と中学校の違いは大きく、滋賀県は特に小学生は集団下校である。放課後子どもを学校に

残しての学習補充は難しい。中学校も長期休業中の学習補充については取り組めるが、日常は部

活との兼ね合いがあり難しい。勤務校では外国籍の子ども１割弱、日本語指導体制が大きな課題。

学校で放課後指導や地域の国際協会のボランティアが学習支援を実施。低学力児童の学力保障に

ついても独自事業実施。地域未来塾が有効に使えるのではないか。まだ県域に周知が進んでいな

いが、今後活用ができる事業ではないだろうか。 
○地域と学校の連携・協働のあり方について

・今後コミュニティ・スクールと学校支援地域本部は一体化していかなければいけないのではない

か、しかし行政の一つの特徴として縦割り意識があるので、なかなか隙間に入っていけない現状

がある。滋賀県は所管課が、生涯学習課１本であるのは動きやすい。

・全国のコミュニティ・スクールを見て思うのは、事業ばかりが最優先されていて、そこに集まっ

てくる子どもをどんなふうに育てたいのかというあたりが議論されていない。
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